
平成２４年９月第２７１回定例会 議員提出議案及び審査結果

（10月３日提出）

発議第１号 李明博韓国大統領の言動に抗議し、政府に対韓国外交の見直しを求める意見書案

（10月３日原案可決・賛成多数）

〔賛成：自民、民主、青和、公健、無（相馬） ／ 反対：共産、無（古村）〕

発議第２号 領海侵入及び尖閣諸島不法上陸に関する意見書案 （10月３日原案可決・賛成多数）

〔賛成：自民、民主、青和、公健、無（相馬） ／ 反対：共産、無（古村）〕

発議第３号 第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の東京招致に関する

決議案 （10月３日原案可決・賛成多数）

〔賛成：自民、民主、青和、公健、無（相馬） ／ 反対：共産、無（古村）〕

（10月９日提出）

発議第４号 慢性疲労症候群患者の支援を求める意見書案 （10月９日原案可決・満場一致）

※議案の賛否状況において略記した会派の名称は次のとおりです。

自民＝自由民主党 民主＝民主党 青和＝青和会 公健＝公明・健政会

共産＝日本共産党

無（相馬）＝無所属・相馬錩一議員 無（古村）＝無所属・古村一雄議員



李明博韓国大統領の言動に抗議し、政府に対韓国外交の

見直しを求める意見書

（発議第１号・原案可決）

韓国の李明博大統領は、８月１０日に島根県・竹島に不法上陸した。このような行

為は、これまで連綿と築きあげられてきた日韓の信頼関係を根本から覆すものである

と言わざるを得ない。政府はこの事態を深刻に受けとめ、韓国に対し、わが国の断固

たる抗議の意思を伝えるとともに、早急に対応方針を固め、毅然とした措置をとらね

ばならない。

また、李大統領は、１４日、天皇陛下の韓国訪問に言及し、「韓国を訪問したいな

ら、独立運動で亡くなった方々に対し心からの謝罪をする必要がある」と述べた。そ

もそも、天皇陛下の韓国訪問については、李大統領が平成２０年に来日した際、両陛

下に直接招請したものであるにもかかわらず、今回、謝罪がなければ「訪韓の必要が

ない」などと発言することは、極めて礼を失するものであり、到底容認し得ない。青

森県議会は大統領としての資質が疑われるような、李大統領の一連の言動を看過する

ことは出来ない。政府は韓国政府に対して李大統領の謝罪及び撤回を強く求めるべき

である。

さらに、李大統領は１５日の「光復節」での演説で、いわゆる従軍慰安婦問題につ

いても言及し、「日本の責任ある措置を求める」などと述べているが、そもそも

１９６５年の日韓基本条約において、いわゆる従軍慰安婦問題等を含めた諸問題は

「完全かつ最終的に解決」されており、かつ人道上の措置も講じている。

よって、政府は竹島問題の重要性に鑑み、韓国の行動に歯止めをかけるために、国

際司法裁判所（ＩＣＪ）提訴にとどまらず、日韓通貨協定更新の見直しなど、対韓国

外交の総合的見直しを進めるべきである。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

平成２４年１０月３日

青 森 県 議 会



領海侵入及び尖閣諸島不法上陸に関する意見書

（発議第２号・原案可決）

８月１５日、香港の民間団体である「保釣行動委員会」の船がわが国領海に侵入し、

乗組員の一部が、尖閣諸島の魚釣島に不法上陸した。

今回の不法上陸に関しては事前に予告があり、政府としても対応方針を決めていた

はずであるにもかかわらず、みすみす不法上陸させることとなった。これらに対する

一連の政府の対応は、わが国の国家主権も守れない愚行と言わざるを得ない。また、

海上保安庁艦船に対してレンガ等を投げつけるなど、明らかに他に罪を犯した嫌疑が

あるにもかかわらず、出入国管理及び難民認定法第６５条を適用し強制送還としたこ

とは極めて遺憾である。

メドヴェージェフ大統領の北方領土訪問、李明博大統領の竹島不法上陸が相次いで

行われ、一昨年の中国漁船衝突事案では、「那覇地検の判断」との名目で船長を釈放

してしまい、わが国の外交及び危機管理において歴史上の汚点を残してしまった。政

府の外交施策は国益を損ない続けている。今回の事案も、政府の国家観の欠如、外交

の基本姿勢の欠如が招いたものであると言わざるを得ない。

よって青森県議会は、日本の国家主権を断固として守るために、以下の項目の実行

を国会及び政府に強く求める。

１ 今後、同様の事案があった場合、出入国管理及び難民認定法第６５条を適用する

ことなく厳正に刑事手続を進めること。また、中国に対し、断固たる抗議を行うと

ともに再発防止を強く求めること。

２ 尖閣諸島及びその海域の警備態勢・方針を抜本的に見直すとともに、領土・領海

を守るために必要な法制度の整備、関係機関との連携、装備・人員の手当て等の拡

充を急ぐこと。また、南西諸島防衛を強化する施策を実行すること。

３ 尖閣諸島近海を有効活用するための施設の整備などを促進すること。

４ 尖閣諸島は歴史的にも国際法的にもわが国固有の領土であり、そもそも領土問題

は存在しないという明確な事実を国際社会に示す外交努力を行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

平成２４年１０月３日

青 森 県 議 会



第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パラリンピック

競技大会の東京招致に関する決議

（発議第３号・原案可決）

我が国ではこれまで１９６４年の夏季東京大会をはじめ、１９７２年の冬季札幌大

会、１９９８年の冬季長野大会と、３回のオリンピック競技大会及びパラリンピック

競技大会を開催し、世界中の人々に多くの感動と喜びを与え、我が国の存在感を力強

く示してきた。

そして今、再び東京都は、２０２０年にオリンピック競技大会及びパラリンピック

競技大会を開催することを目指している。

本大会の日本での開催は、我が国がこれまで培ってきた伝統や文化、先端技術を世

界中に発信することはもとより、東日本大震災からの復旧、復興に取り組んでいる

我が国にとって、力強く復興した姿を世界に示し、東日本大震災に際して世界中か

ら寄せられた支援に対する感謝の気持ちを表す好機ともなる。

また、世界のトップアスリートに最高の自己表現の場を提供することにより、未来

を担う子どもたちに新たな感動を与えることができるものであり、本県にとってもス

ポーツの振興や国際交流の促進、青少年の健全育成にとどまらず、美しい自然、歴史

及び魅力的かつ独自性の高い文化を世界に向けて発信する絶好の機会となるなど、

その波及効果が大いに期待できるものである。

よって、本県議会は、２０２０年に開催される第３２回オリンピック競技大会及び

第１６回パラリンピック競技大会が東京都に招致されるよう強く求めるとともに、東

京都の招致活動を全面的に支援、協力するものである。

以上、決議する。

平成２４年１０月３日

青 森 県 議 会



慢性疲労症候群患者の支援を求める意見書

（発議第４号・原案可決）

慢性疲労症候群は、健康に生活していた人が、ある日突然原因不明の激しい倦怠感

に襲われ、それ以降強度の疲労感とともに、微熱、頭痛、関節痛、脱力感、脳機能の

低下、抑うつ等の症状が長期にわたり、健全な社会生活が送れなくなるという疾患で

ある。米国疾病対策センターにより１９８８年に提唱された比較的新しい疾患概念で

あり、今なお原因が特定されておらず、治療法も確立されていない。

日本においては、１９９９年、２００４年の疫学調査により、慢性疲労症候群患者

は３０万人いると推定されている。苦痛を伴いながらも何とか仕事を続けることがで

きる患者もいるが、寝たきりに近く通院することさえ困難な重度の患者も多い。

また、生活が破綻するほど深刻な疾患でありながら、原因が解明されていないため

に、詐病の扱いを受けるなど、偏見や無理解に苦しんできている。さらに、障害認定

が受けられずに、介護や就労支援等が必要にもかかわらず福祉制度の谷間におかれ、

必要な福祉サービスを受けられない患者がいるのが現状である。

よって、国においては次の事項について実現を図るよう、強く求める。

１ 慢性疲労症候群の実態を医療関係者や国民に周知するとともに、全国どこでも患

者が診察及び治療を受けられる環境を整えること。

２ 日常生活や社会生活上に制限があり支援の必要が認められる重症患者の実態に即

した支援制度を確立すること。

３ 国の慢性疲労症候群研究班において病因・病態を研究し、治療法を確立すること。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

平成２４年１０月９日

青 森 県 議 会


